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高等教育のマス化が世界的に進行している．高等教育のマス化は，高等教育を受ける人材の裾

野を広げ，社会に高度人材を多数輩出する可能性を与える一方で，大学には多様な人材，特に大

学準備が十分でない学生の受入れと同時に，学生一人一人に合った，よりきめの細かい学習支援

の提供を要求する．他方，高等教育のマス化は，学生一人当たりの資源が縮小することも意味する

ため，全般に，より少ない資源でよりきめ細かい学習支援を実現することが，要求されていることにな

る． 

オンライン教育やラーニング・アナリティクス等のデジタル技術は，こうした高等教育のマス化とは

無関係に，技術の進展とともに高等教育に浸透してきているが，その技術は，広範な学生を対象に，

きめ細かい学習支援を的確かつ瞬時，そして安価に提供できる可能性を秘めている． 

本稿では，高等教育のマス化が突きつける要求と，それに応えるデジタル技術の可能性につい

て論じる． 

Massification of higher education is eminent throughout the world.  The massification contributed 
on the one hand side to produce highly-skilled human resources for the society in mass.  But on the 
other hand side, this transformation demanded that universities accept diverse set of students, in many 
cases also not ready for university-level education and in need of greater individual care.  Since the 
massification also resulted in smaller resource per student, universities are asked to provide greater 
individual student care with less resource. 
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Digital technologies such as online learning or learning analytics have emerged separate from the 
massification phenomena of higher education.  But they are promising technologies to provide 
greater individual student care to large group of students in cost and time efficient way and with 
greater accuracy and timeliness. 

This paper discusses the issues which arose from the massification of higher education and the 
opportunities of digital technologies to meet those demands. 
 
キーワード: 高等教育のマス化，学習支援，教学IR，ラーニング・アナリティクス，オンライン教育 

Massification of higher education, Academic advising, Institutional research, Learning analytics, Online learning 

 

1 21世紀高等教育の置かれた環境 

1.1 高等教育のマス化問題とは 

高等教育のマス化，ユニバーサル化が世

界各国で進んでいる．マス化，ユニバーサ

ル化などの高等教育の発展段階の概念を

1976年に初めて提唱したのは，マーチン・

トロウである[1]．大学への進学率により

高等教育の性格がどのように変わるかを

示した．大学進学率が15％以内のあいだは

エリート層を対象とした教育が成立する

が，これを越えて50％までのマス化段階と

なると，平均的な層が高等教育を受けるよ

うになり，これを更に越えて100％までの

ユニバーサル段階になると，高等教育はあ

らゆる人を対象とするため，高等教育レベ

ルの学習段階に到達していない層にも対

応可能なようにならなければいけないか

ら，大学が変容するというものである． 

世界の主要先進国の大学進学率をみる

と，その定義の仕方にも依るが，進学率は

概ね40-70％程度である．日本は52％，米

国は71％，英仏独はそれぞれ67％，41％，

53％だ（2012年現在）[2]．つまり，概ね

高等教育のマス化段階に達し，ユニバーサ

ル段階への移行過程にあると見てよい．こ

れに伴い，これら各国の大学は社会の平均

的な層を受け入れ，それに応じて提供する

教育や学習支援も変えてきた．近年頻繁に

耳にする初年次教育やリミディアル教育，

キャリア教育などは，その象徴であろう．

大学準備が十分に整っていない層に対し，

大学で学ぶことの意味や姿勢，方法等のガ

イダンスを行い，必要に応じて大学レベル

の学習に付いていけるように補習を提供

し，そして社会の求める資質，社会との対

応力を訓練し，学生を社会に送り出す． 

高等教育のマス化は，大学における教育

内容や教育方法を変容させただけではな

い．大学のマンモス化も招いた．たとえば

日本で初めての大学として設立された東

京大学は，明治10年設立時に法理文三学部

と医学部を合わせて教員80名，学生1750名

でスタートしたが[3]，2014年現在では講

師以上のみでも教員2,842名，学生27,348

名である[4]．国内のメジャーな私立大学

も学生数万名規模のマンモス校として知

られる．一方，大学がマンモス化すると，

学生一人一人に対するきめ細かい教育は

難しくなる． 

高等教育のマス化は，国内の総高等教育

人口の拡大にも無論つながり，一方，国家

として高等教育に割ける予算には限界が

あるため，高等教育人口の拡大とともに，
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学生一人当たりに割かれる資源の縮小も

招いた．同時に，高等教育人口の拡大とと

もに，大学教員人口も必然的に拡大するた

め，大学教員の平均的な資質も下がらざる

を得なかった．大学教員のマス化である

[5]．これらに伴い，国からの私学助成も

得ずに，その建学の精神に則ったきめ細か

い教育を行ってきた小規模私立大学にお

いても，入学してくる学生や教員の層の変

化により高等教育のマス化の影響を受け，

学生一人当たりに割ける資源は質，量とと

もに縮小している． 

つまり高等教育のマス化は，学生一人当

たるに割ける資源が縮小するなかでの，大

学準備の整っていない学生を対象とした

きめ細かい教育を要求しているのである． 

高等教育のマス化

高等教育
財政の逼迫

高等教育人口の
増大と多様化

学生一人当たりに
かける資源の縮小

きめ細かい
学習支援の
必要性拡大

Doing more with less!
少ない資源でよりきめ細かい支援を

提供する方法とは？
 

図1 高等教育のマス化が大学に突きつける課題 

 

1.2 高等教育の市場化とIRへの要求 

高等教育のマス化は，高等教育の市場化

も呼んだ．マーチン・トロウは，高等教育の大

衆化とともに学生の消費者志向が大学の有り

ようを左右し，大学が商業的性格を有するよう

になると指摘した．ハーバード大学学長デレッ

ク・ボックが執筆した「商業化する大学」が物

語るように，こうした学生の消費者志向による

影響は一般の大学のみならず，エリート大学

をも巻き込む[5]． 

大学を消費財としてみたとき，学生は対価

に値するサービスを求める．また，より安価で

より高いサービスを得られる，「よりお得な大

学」を求めるようになる．大学はこれに伴いサ

ービス合戦を繰り広げるようになる．近代的で

ハイセンスな建物，カフェテリア形式の食堂，

ラーニング・コモンズを有する図書館，国際・

情報・総合政策・医療などの時代に合った学

科や教育プログラムの創設，親へのサービス

や，確実なキャリア支援による高い就職率の

約束など．価格競争も繰り広げられる．米国の，

学生をランク分けした上でのランク別の授業

料ディスカウントや奨学金の提供はよく知られ

ているが，日本の大学においても推薦入学枠

やAO枠の設定により，多様な入学条件の学

生が一つの大学内に混在するようになってい

る．大学側から見ると，他大学との学生獲得

競争に勝つための，工夫の一環である． 

より良いサービスへの要求は，よりきめ細か

い教育やよりきめ細かい学習支援への要求も

呼ぶ．学生やその親は，きめ細かい教育や学

習支援を得ることによって，就職を確実なもの

としたいのだ．大学にとっても，多様なアメニ

ティの提供以上に，大学の名声を決定的なも

のとするのは，輩出する卒業生像，そしてそ

れが数字となって現れる「就職率」をより良い

ものとすることが至上命題である．一方で，入

学してくる学生は学力だけでなく大学への期

待や，学業と学生生活，アルバイト，生活など

のバランスの仕方，生活サイクル，家庭環境も

含め，大学のマス化とともに多様性を極めるよ

うになっているため，それぞれの学生に適した

支援を提供する必要性が高まっている． 

このようにして，学生のプロファイリングが始
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まる．どのような学生が1年以内にドロップアウ

トする確率が高いのか？どのような学生がリメ

ディアル教育を必要とするのか？どのような学

生に対してどのような学業や就職の助言をす

るのが適切なのか？など．「教学IR」の始まり

である．（IRとは，インスティテューショナル・リ

サーチを指し，大学の意志決定を支援するた

めの情報収集やデータ分析などの機関研究

活動を指す）． 

大学のマス化は，大学運営や経営の合理

性も要求する．大学の資源は有限であるし，

他大学とのサービス合戦に打ち勝つためには，

最大の効用を得られるように資源を最も合理

的に配分しなければならない．世界各国で，

データに基づく意志決定やエビデンス・ベー

スドな意志決定が謳われ，学長室や財務部な

ど，大学運営の中枢に経営企画やIR部門が

置かれるようになる．こちらは「経営IR」と呼ば

れる． 

 「教学IR」，「経営IR」，両者とも，明晰なデ

ータ分析を必要とし，大学の課題や方向性に

関する十分な知見と高度なデータ分析スキル

の双方を併せ持つ人材と，必要なデータを瞬

時に，必要なフォーマットで取り出せる情報基

盤を要求する． 

 

1.3 デジタル化時代の高等教育 

世界的に進行するデジタル化もまた，高等

教育のマス化や市場化と強く相互作用してい

る． 

情報のデジタル化，電子化の効用はまず，

大学の業務効率化の面に現れた．多くの大

学文書が電子化され，オンラインを通じて容

易に共有，複製，編集可能となった．次第に

電子システムが開発され，会計や旅費，人事，

教務，図書館などの業務が電子システム上へ

と移行した．この段階においては紙ベースで

行われていた業務が電子システム上に移行し

ただけであるが，こうした業務データがシステ

ムに蓄積されるにつれ，これらデータを解析し，

より合理的な経営判断等に活かすことができ

るようになってくる．更に一歩進むと，これら業

務ごとに独立していたシステムが連結されるよ

うになり，より高度なデータ解析とそれに伴う

意志決定が可能となってくる．たとえば，一人

の教員に着目し，当該教員の採用年月日や

経歴，旅費等からみた国際活動の状況，教務

負担，研究業績を一覧することや，一人の学

生に着目して，当該学生の出身や家庭の経

済状況と入試の得点，科目の履修や成績の

状況を比較するなどといったことが可能となる．

これらは全て前節で論じた，合理的判断を支

援するIRにつながる． 

大学の研究活動におけるデジタル化は電

子メールや電子文書の作成等の日常の活動

から，データ解析等を伴う研究活動，そして情

報処理や計算機科学などの研究分野の隆盛

まで多様な面に現れたが，研究者だけでなく

大学経営面にまで影響を与えたのは，特に理

工系分野に見られる研究論文の電子ジャー

ナルと，これを提供する巨大電子ジャーナル・

データベースの出現であろう．これらは当初は

研究論文へのアクセスや検索可能性を高め

たが，一方では大学の図書館経費の圧迫を

呼び，また他方では論文の投稿件数や引用

度などの研究者の研究活動の可視化につな

がった．一部の大学では，自大学の研究活動

をプロファイリングし，重点領域を定め，資源

を重点投下するようになっている．また世界的

に見ると，こうした研究活動指標は世界大学ラ

ンキング等の出現をよび，世界的に共通の指

標で競争するように大学を駆り立てた． 

大学の教育活動におけるデジタル化は，

少なくとも日本においては，少し遅れてやって
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きた．教育面のデジタル化は，教室内のAV機

器の利用や外国語教育などにおける学習教

材に初めに現れたが，徐々にインターネットや

各種の電子教材を利用した学習活動，ラーニ

ング・マネジメント・システム（LMS）を利用した

教員―学生間の情報共有や情報伝達，学生

の学習管理，オンライン上の学生間の協同学

習などにつながっていった．そして，こうした

教室内の対面教育とオンライン上の学習活動

がミックスされたブレンド型学習を経て，教育

活動を全面的に教室外へと出すオンライン教

育も出現した． 

教育／学習活動が完全にオンライン上の

みで行われるようになると，教育活動と物理的

キャンパスが結びついている必然性はなくなり，

科目毎にオンライン教育モジュールを大学キ

ャンパスから取り外せるようになる．学生の立

場からすると，自分が必要とする知識・スキル

を提供するオンライン教育モジュールを複数

の大学から組み合わせて，自分のニーズに合

った学習活動，場合によっては学位プログラ

ムをも構成できる．こうした，教育活動がインタ

ーネットを通じて物理的キャンパスから切り離

されることを総称して，「高等教育のアンバンド

ル化（Unbundling of Higher Education）」という

表現が生まれた． 

 

2 MOOCの出現から，教育のビッグ

データに向けての加速 

2.1 MOOCと高等教育財政 

大規模公開オンライン講座（MOOC）は，

2012年頭に米国で誕生した．スタンフォード

大学のセバスチャン・スランが人工知能の授

業をネット上で世界に公開し，16万人が受講，

190ヶ国2.3万人が修了したことに味をしめ，

UdacityというMOOCプラットフォームを開設し，

これを組織的に進めようとしたことが発端であ

る[7]．これにすぐに続いて，スタンフォード大

学の教員2名がCourseraを，MITとハーバード

大学がedXというMOOCプラットフォームを開

設し，世界の大学に参加を呼びかけた．大学

の講義は，通常教室のサイズからしても，受講

者は数百名が上限である．これに対して

MOOCは平均的に１MOOC当たり数万名の

受講者を世界から集める．これだけ多くの

人々，しかも学外の世界の人々にアウトリーチ

できる手段を得るということは，大学にとって大

きな魅力である．MOOCはエリート大学によっ

て始められ，ブランド性を伴ったこともあり，世

界の多くの有力大学がこぞってこれに参入し

た． 

世界の大学にとってのMOOCは主に，世

界への発信の窓を得ることにあったが，

MOOC誕生の地，米国において，MOOCは

別の意味を持った．大学学位を有さない人々

や大学中退者，そして大学に在籍するが学生

定員のため科目登録ができず困っている学

生に，大学講義そして単位や学位を安価に

提供する手段として，州政府などの行政主体

に見いだされたのである． 

米国は2007年のリーマンショック以降，あら

ゆる面で財政の逼迫を受け，高等教育も例外

ではなかった．毎年10％以上の運営予算削

減といった憂き目にあい，現在では大学の総

予算に占める州政府からの運営費交付金が

10％前後のみといった州立大学も少なくない．

こうした高等教育財政の逼迫は，一方では授

業料の高騰と，他方では非常勤講師の削減と

それに伴う大学における提供科目数の削減

につながった．授業料の高騰は学生ローンの

増大や大学の中退，そして大学進学の断念と

いった学生層を生み出した．大学における提

供科目数の削減は，必須科目の科目登録す
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らもできず，在学期間の延長を招き，そのうち

に卒業要件に必要な単位を集められないまま

に大学を中退する学生層を生み出した．他方，

社会においては産業の高度化と学位取得者

の拡大に伴い，職を得るために学位が要求さ

れるようになっており，学位未取得者とのギャ

ップが連邦政府等により問題視されるようにな

った． 

そのような社会・経済情勢下に出現した

MOOCであったから，MOOCは行政の提供す

べき高等教育の代替手段として救世主のよう

に，行政主体から見られたのである [8]．

MOOCを大学の単位として認めることができ

れば，行政は懐を痛めることなく，かつ受講者

にとっても授業料無償で，高等教育を大規模

の学位未取得者に提供できる．こうした発想

から，米国教育協議会（ACE）が大学の単位と

して認められるMOOCを5科目認証したり[9]，

カリフォルニア州や一部の州でMOOCの単位

を州立大学に認めさせようという法案が提出さ

れたりした[10]． 

実際にはMOOCの受講者は既学位取得者

が中心であり，ドロップアウト率も極めて高く，

かつ，MOOCは受講者にとっては無料である

ものの，MOOCを提供する大学にとってはそ

の開発コストは数百万円～数千万円程度を要

したため，大学の学位プログラムを構成する

ほどの科目提供が困難であることも発覚し，高

等教育の代替手段としてのMOOCの追求は

2013年後半には早々に萎んでいった[11] ． 

 

2.2 MOOCとラーニング・アナリティクス 

高等教育の代替手段としてのMOOCの可

能性は急速に萎んでいったが，世界への発

信の窓としてのMOOCは依然として健在であ

り，また１MOOC当たり世界から数千～数万人

規模の熱心な受講者を集めることも事実であ

る．MOOCは完全な自主学習に委ねられた遠

隔教育教材と異なり，学習者が一週間単位で

同じペースで学習し，一定の学習期間の後，

終了する．学習者がどこで躓きやすいのか，

学習者がどのような学習パターンを有するの

か，どのような学習活動が深い理解を生むの

か，教育モジュールを修了できる者とできない

者とでどのような違いがあるのかなどを分析す

るにおいて，受講者は世界各国からの様々な

バックグラウンドの多様な受講者であるとはい

え，MOOCは数万名規模の均質なデータを

提供する． 

これは人間の「分かる」という認知活動を研

究する学習科学者にとっては，またとない研

究材料である．これまでの学習科学者は，数

十名程度に限定されたクラスサイズで，実験

のために可能な限り理想化された教育環境で

教育活動を行い，学習者の学びを観察し，研

究をしていた．しかしこれを他のクラスと比較

することは困難であったし，できたとしても，そ

れぞれの学習者の属性や学習活動の条件が

異なるため，客観的比較分析は難しかった．

MOOCにおいても学習者の属性や学習活動

の条件は多様を極めるが，数万名規模という

サンプル数がこれら制約を乗り越えさせる． 

MOOCはまた電子掲示板等を通じた学生

間の相互作用がある．21世紀の教育は学生

の主体的学びや協同学習が重要になると考

えられており，こうしたSNS上で可視化される

学生間の相互作用は極めて興味深い解析対

象となる．掲示板へのアクセス数やその書き

込みの内容と学習成果との間に相関があるか，

掲示板上の学生間の相互作用はどのように

測られるか，またそれら相互作用は何によっ

て誘発されるかなど，これらデータは最もホッ

トなリサーチ・トピックスを与える． 

こうしたラーニング・アナリティクス（LA）の分
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野はMOOCが2012年に出現する前年の2011

年に，高等教育におけるICT活用を推進する

「EDUCAUSE」が重要な技術トレンドとして取

り上げてから発展しているが[12]，MOOCに大

きな後押しを受けたことは言うまでもない．

MOOCは「教育のビッグデータ」としてLAに新

たな大きな活路を与えた[13][14]． 

なお，LAとほぼ同じ研究開発内容のエデ

ュケーショナル・データマイニング（EDM）の分

野がある．こちらは2000年頃から注目を受ける

ようになり，2008年に初の国際研究集会が開

催されてから分野として根付いているが，

EDMは人工知能や機械学習をルーツとし，デ

ータ解析により学習者の学習プロセスそのも

のを理解しようとしたり，その理解を機械学習

に活用したりしようとするのに対して，LAは教

育工学や学習デザインをルーツとし，データ

解析結果を学習者の学習支援に役立てるな

ど，応用的側面が強いと言われている

[15][16]． 

いずれにしてもMOOCやオンライン教育は，

学習者の学習プロセスが可視化される側面が

あり，これらミクロデータをデータ解析すること

により，学習者の学習プロセスの理解や学生

への学習支援につながる． 

 

2.3 大学における教学IRとラーニング・ア

ナリティクスを組み合わせる必要性 

第1章にて，高等教育のマス化が教学IRの

必要性を生じせしめた過程を説明したが，こ

の段階で解析対象として想定されていたのは，

学生の属性情報や科目の履修状況，成績，

入試の点数，その他の学生の活動に関わる

情報など，学生のマクロデータである．伝統的

には入試の点数と大学における成績の相関

や，米国では学生のエスニシティと大学にお

ける成功の度合いの相関などが，よく分析さ

れてきた．また，上述のように，学生一人一人

へのきめ細かい学習支援が必要となってくる

と，学生別に，どのような入試得点や履修行

動を取る学生が大学にて成功，あるいはドロッ

プアウトしやすいのか等の分析がなされ，解

析結果が個々の学生を対象とした学習支援

に役立てられるようになってくる． 

一方で，LAやEDMは学習者の学習プロセ

スを理解したいというところを出発点とし，学習

ログやライフログと呼ばれる，学習に関わるミク

ロデータを解析対象としていたが，学生への

きめ細かい学習支援の必要が社会ニーズとし

て鮮明となってくるにつれ同様に，これを学生

への学習支援に役立てる動きが出てきた． 

学生への学習支援を行うにあたり，その基

礎となるデータをマクロデータあるいはミクロ

データに限定する必要性はことさらにはない．

両者をどのような比重で組み合わせるかの問

題はあり，そこはデータ解析のノウハウに当た

る側面であるにしても，両者を組み合わせた

方が精度のよい解析と，それに伴う的確な学

習支援となることは，十分推測される．実際，

現在注目を浴びている「ビッグデータ」もその

特 徴と し て 「 3V 」 （ Volume ： デー タ量 ，

Velocity：速度，Variety：データの多様性））と

いったことが言われ，そのデータ量だけでなく，

不完全ではあるかもしれないが，多様なデー

タを組み合わせて新しい知見が得られること

に，期待がかけられている．ビッグデータの解

析は主に，消費者の消費行動等を解析対象

としたマーケティング等への活用が先行して

いるが，教育についても，学生一人一人への

学習支援の必要性の高まりと同時に，オンラ

イン教育等を通じて，ネット上の消費行動以

上に均一な，学習プロセス・データの取得可

能性が出てきたため，「教育のビッグデータ」

という大きな研究開発領域が広がっていると
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言われている． 

現段階においては，教学IRもラーニング・

アナリティクスも緒に就いたばかりであり，マク

ロデータ，ミクロデータを組み合わせてより精

密で正確な「教学IR」（「教育のビッグデータ」）

へと発展させるのにはほど遠い．しかし，たと

えば学生の学習プロセスのみを解析対象とす

るより，学生の出身や年齢等の属性情報を組

み合わせた方が遙かに精度のよい解析が可

能となることは頻繁に指摘されており，マクロ，

ミクロのデータを組み合わせることには関心が

集まっている． 

きめ細やかな

学習支援

教学
ＩＲ

ＬＡ
ＥＤＭ

ｵﾝﾗｲﾝ

学習

マクロﾃﾞｰﾀ
学生の属性情報、
履修科目、成績等

ミクロﾃﾞｰﾀ
学生の学習ログ、
ライフログ等

情報基盤
学生の学習行動を
可視化（ＬＭＳ含む）

教育のビッグデータ
精緻な「教学ＩＲ」

 

図2 ミクロ・マクロのデータを組み合わせた 

精緻な「教学ＩＲ」 

 

3 オンライン上の自動学習支援 

3.1 オンライン教育とパーソナライズド教

育，アダプティブ学習 

MOOCは「教育のビッグデータ」という観点

から学習科学者等データ解析に携わる者に

大きな可能性を提供したが，高等教育界によ

り広く普及しているのは，オンライン教育であ

る．オンライン教育は，学位プログラムや単位

取得に至るオンライン科目群である場合もあ

るが，より広く実践されているのは，通常の対

面教育とオンライン教育とを組み合わせたブ

レンド型学習であったり，学習管理システム

（LMS）を用いた教材の共有やネット上の協同

学習，学生管理であったりする．特にLMSを

情報インフラとした科目提供は米国やその他

諸国では広く普及しており，多くの教員がLMS

を部分的にでも利用して教育を行っている．

LMSは，たとえば学生の課題提出や掲示板に

おける書き込み等の学習活動を計測し，教員

に情報提供できる機能も有しており，簡易的

なラーニング・アナリティクスにつながってい

る． 

インターネットの普及とともに広く浸透した

オンライン教育は，「パーソナライズド教育（個

別学習）」や「アダプティブ学習（適応学習）」

などを可能としたとも言われている．数百名を

対象とする教室における対面教育では学生

一人一人の教育ニーズに合ったきめ細かい

教育を提供することは難しいが，オンライン教

育では学生一人一人の学習状況や学習到達

度が可視化され，足りない側面のみをコンピュ

ータ・プログラムにより補強する教育を提供す

ることができる．学生一人一人に合ったきめ細

やかな「パーソナライズド教育」と，学生一人

一人のニーズや学習段階に瞬時に合わせる

「アダプティブ学習」の提供である． 

こうしたパーソナライズド教育やアダプティ

ブ学習を実現する上では，学習者一人一人

の学習状況を計測，解析する必要があり，ラ

ーニング・アナリティクスの研究開発が進む土

壌がある． 

コンピュータによるパーソナライズド教育や

アダプティブ学習の考え方を実用化し，米国

で広く知られているのは，「Knewton」というア

ダプティブ学習のプラットフォームである．教

科書の出版会社と組み，学生の学習到達度

に応じて提示する単元を変え，学生が自分の

ペースで学習できるツールを提供した．アリゾ
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ナ州立大学の新入生1万人を対象とした数学

のリメディアル教育のためのツールがよく知ら

れている．このツールを用いて，リメディアル

教育を短期間で修了したといった成功事例も

報じられている[17]． 

より精緻な学習科学の理論を用いたアダプ

ティブ学習のツールは，カーネギーメロン大学

が開発した「オープン・ラーニング・イニシアテ

ィブ（OLI）」である．これは数学や生物学，統

計学，外国語，プログラミング等の大学の基礎

科目について開発され，無償で公開されてい

る．教材は教員のみならず，学習科学者やイ

ンストラクショナル・デザイナー，システム・エン

ジニア，プロジェクト・マネジャーなどのチーム

で製作され，複数の視点を担保するために教

員も複数名関わっている．マウス操作やキー

ボード入力等の学習者の行動を一つ一つ追

い，現在必要とされている助言やフィードバッ

クを瞬時に判定し，提供される教材や助言な

どの最適化を常時行う．OLIによりカーネギー

メロン大学等の学生が対面教育と半分の時間

で特定の単元を習得できたといった教育成果

も得られており，工業製品と異なり大量生産が

難しいとされていた教育活動について，OLI

は効率化の導入を可能とした画期的なオンラ

イン教材であると言われている[18]． 

 

3.2 専攻や履修科目の自動助言と4年以

内卒業の実現 

学習活動そのものだけではなく，個々の学

生に合わせて，専攻や履修科目を自動的に

助言するツールの開発も行われている． 

米国では，大学によってその方式は異なる

ものの，大学入学時点で専攻が決まっている

ことは少なく，専攻を4年間の学士課程期間内

で選択するのが一般的である．また，専攻を

決定する時期も決まっておらず，個々の専攻

が要求する科目を一般教育にて単位取得し

た時点から随時，学生ごとに専攻を確定し，

専攻の科目を履修するようになる，という方式

が一般的である．つまり同じ第3学年の複数の

学生が同じ専攻にあったとしても，第2学年の

秋から専攻を確定した学生と第3学年秋や春

になってから専攻を確定した学生が混在する．

大学や学科側は当該専攻を修了する要件と

なる科目や単位数を提示するだけであり，そ

れを確実に履修登録し単位を取得するのは，

学生の責任となっている． 

一方，この方法は間違いも起きやすい．特

に学部生が数万名在籍する州立大学におい

ては，学生に専攻や科目履修の助言を与え

るアカデミック・アドバイジングの目が行き届か

ず，学生が途中で行き詰まってしまうことが少

なからず発生する．進学したい専攻がなかな

か定まらない上，事前に履修しておくべき要

件科目などの条件が専攻ごとに少しずつ異な

るのである．ようやくある専攻に志望を固めて

も，気がつくと要件科目を履修しておらず，ま

ずは当該科目を履修しなくてはいけないこと

が発覚する．更に当該科目を履修してもその

単位を落としてしまった場合は目も当てられな

い． 

アリゾナ州立大学ほか米国の複数の大学

ではこうした事態に対処するために，コンピュ

ータで自動化された科目履修システムを開発，

導入している．特に専攻の確定にあたり，当

該学生の入学時点およびそれまでに履修し

た科目の成績から，当該専攻で無事修了でき

るかどうかを判断し，異なる専攻を提案すると

いったことも行っている．たとえば，心理学は

学生に人気のある専攻であるが，必ず統計学

の履修を必要とする．一方，理数系科目に弱

い学生の場合，統計学の科目を取得できない

ままに在学期間が延長してしまい，最終的に
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ドロップアウトしてしまう場合も多い．このような

結果となることは，過去の類似の在学生の得

た成績等の情報から，十分に予想可能である．

このため，過去の在学生のデータから，異な

る専攻を提案したり，統計学を早い段階で履

修することを勧め，単位取得がうまくいかない

場合は早い段階で進路変更ができるように，

コンピュータ・プログラムを通じてしているので

ある．通常の科目履修の場合も，過去の類似

の在学生のデータから，当該学生が得るであ

ろう成績を予測し，提示する[19]． 

高等教育のマス化により入学してくる学生

が多様化し，かつ，大学がマンモス化して学

生一人一人にきめ細かい学習支援を提供す

ることは難しいため，こうした的確な助言を効

率的に与えられるデジタル技術には大きな期

待がかかっている． 

 

4 まとめ 

4.1 デジタル技術を用いた学習支援の日

本への導入可能性 

教学IRやラーニング・アナリティクスなどの

デジタル技術を用いたオンライン上の学習支

援の取り組みは，米国で進んでいる．高等教

育のマス化が世界に先駆けて進んだ国である

上，IT関連の研究開発が進んでおり，ITの専

門部署以外でもデータ解析等が比較的容易

なツールが普及していることがある．MOOCや

ビッグデータなどの研究開発や応用も，米国

を中心に進んでいる．極めて合理的な考え方

をする国民性で，日本であれば人に代わって

コンピュータが学習支援を行うと考えるだけで

拒否反応があり，試みすら始まらないのに対

して，少しでも効果があるのであればやってみ

ようという心意気も違う．またこうした初期の取

り組みを支援するベンチャー・キャピタル等の

仕組みがあるのも違うと言える． 

体制や国民性の違いがあるにしても，高等

教育のマス化が進み，大学準備の整っていな

い学生など，多様な学生が大学に入学するよ

うになっている現状は日米共通している．また，

そのようなこともあり，それほど高度なデータ解

析技術は用いないにしても，日本においても

教学IRへのニーズはあり，これについては取り

組みが着実に進んでいる．今後，データマイ

ニング等，より精緻なデータ解析の取り組みも

進むことを期待したい． 

このようなデジタル技術を用いた学習支援

を日本で進める上で，前述の体制や国民性

の問題のほかに二つ大きな問題がある．一つ

はオンライン教育がそれほど普及していない

こと，もう一つはプライバシーやデータ保護の

観点が日本は極めて強いことである． 

オンライン教育やMOOCは，学生の学習行

動を捕捉する上で極めて有効な手段である．

学生の「分かる」という認知行動の全ては捉え

きれていないにしても，他の手段より極めて効

率的に，大人数の学生のデータを大規模に

集めることができる．所謂オンライン教育が普

及するには，そのニーズやシーズが僅少の日

本においては前途多難なように思われるが，

オンライン教育をより広義に捉え，LMSの利用

とするのであれば，普及の素地がもう少しあっ

て良いように感じられる．統計上，LMSを導入

している大学は57.2%である（2012年）[20]．こ

れは一科目でもLMSを利用していれば一大

学としてカウントされるため，大きく水増しされ

た数字と推測されるが，一方で6割近い大学

に既にシステムが導入されているのであれば，

これを同じ大学内の他の教員に，横展開して

いく可能性がない訳ではない．但しこの場合

の問題は，LMSを運用する支援体制の欠如

であろう．現在でも，e-ラーニング等が好きで

情報知識学会誌 2014 Vol.24, No.4

- 433 -



LMSの運用を担っていた教員が転出してしま

ったとたんにLMSが利用できなくなった，とい

ったことが聞かれる．同時に，他の教員がLMS

利用のメリットを十分に認識できていないこと

も，普及を阻害している．これについては，単

なる出欠管理や教員－学生間の教材の共有

等，簡単かつ便利な利用から始め，LMS活用

方法に関する啓蒙活動も進めながら，普及を

拡大していくほかない． 

プライバシーやデータ保護は，他の諸国に

おいても問題として指摘されているが，日本で

はこれが特別に厳格に運用されているように

感じられる．たとえば，米国などでは同意を取

ればそれで良いと考えられているのに対して，

日本では同意を取ること自体にすら慎重であ

るようだ．プライバシーやデータ保護の考え方

は，それぞれの国や文化によって異なり，緩

いほど良いというものでもないと思われるため，

これを緩和すべきと単純に勧めるものではな

いが，デジタル技術を用いた学習支援を進め

る上でこれが一つの障害となっていることは指

摘しておく必要がある． 

 

4.2 デジタル化時代の高等教育に寄せて 

デジタル化の波は静かに高等教育界にも

押し寄せ，気がつかないうちに教育・研究・大

学運営のあらゆる面に浸透しつつある．「情報

革命」等の流行語が表現するほどには，ある

昼夜を境に全てが激変するといった変化は見

られないが，情報インフラやソフトウェア，これ

を扱う情報リテラシーが人々のなかで浸透す

るにつれ，「情報革命」等のプロパガンダが予

言したとおりの変化が，気がついたときには現

実となっている． 

日本はオンライン教育だけでなく，あらゆる

面でITへの対応が遅れている．業務システム

もようやく導入されたものの，十分改良されて

いるようには見えないし，ましてやこれらシステ

ムが統合され，経営IRなどのデータ解析に用

いられる日はまだ遠いように感じられる．電子

ジャーナルの導入も他の先進国に比べると遅

かった．こうした情報インフラを開発・整備した

り，大学側でこれを運用・活用したりする人材

が不足しているということにも一因がある． 

しかし，デジタル化は，資本主義や社会主

義等の社会体制と異なり，特定のイデオロギ

ーに依らず，従って特別の正あるいは負の側

面を持たない，単なる科学技術の進歩による

産物である．誤った使われ方がなされれば勿

論，人類にマイナスの影響をもたらすことはあ

るが，基本的には人間社会を便利にするため

のツールであり，人間はその国民性によらず，

利便性には手が伸びるため，日本においても

時間の経過とともにいつの間にか，デジタル

社会に根ざしているようになるだろう． 

技術の受容は時間がかかっても自然になさ

れていくと思われるが，技術開発は国際競争

の側面を同時に併せ持つ．教育のビッグデー

タを利用したラーニング・アナリティクスなど，

新しい研究開発の分野が開けだしていること

を認識し，対応が進むことに期待したい．また，

「教育」や「学習」はその国や文化に深く根ざ

した活動であるため，日本の高等教育や大学

生を支援する上でも，日本独自で行う研究開

発には意味があろう． 

最後に，デジタル技術は高等教育のマス

化問題を救えるか？という問いについてであ

るが，デジタル技術は高等教育のマス化とは

別の次元のものであるし，救えるとしても，「デ

ジタル技術」という技術の範囲の制約内である．

しかし，高等教育自体がデジタル化時代に突

入していることを考えると，それは本稿で示し

た，マス化により入学してきた多様な学生の一

人一人にきめ細かい助言を与える以上の，大
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きな可能性が広がっている可能性はある．そ

のような新しい時代をイメージした研究開発が

なされることを期待したい． 
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デジタル技術は 
高等教育のマス化問題を救えるか？ 

  

―MOOCs，教育のビッグデータ，教学IRの模索 

第 19 回情報知識学フォーラム 

 「教育とデータ：創造される知識とその利活用」 

2014年12月9日 

東京大学教育企画室 

船守美穂 



Today’s Talk 

I. 大学のマス化問題とは何か？ 

II. MOOCのインパクトとその顛末 

III. ブレンド型教育に取り組む米国大学 

IV. 教学IRとラーニング・アナリティクスを
組み合わせる 

   議論提示 

1 



Ⅰ．大学のマス化問題とは何か？ 

2 

  



高等教育の発展段階...マーチン・トロウ提唱 

Martin Trow （1976年） 

大学への進学率に応じた、高等教育の発展段階の
概念を提唱 

3 （出典）Trow, Martin（天野郁夫，喜多村和之訳）：「高学歴社会の大学―エリートからマスへ(UP選書)」，東京大学出版会，204p，1976 

大学進学率 

 15％まで ： エリート型 

 15-50％ ： マス型 

 50％以上 ： ユニバーサル型 

高
等
教
育
の
大
衆
化 



大学進学率（OECD: Education at a Glance 2014） 

4 

Chart C3.1. Entry rates into tertiary-type A education (2012) 

… 主要先進国の高等教育は概ね、マス段階からユニバーサル段階へ 

（出典）OECD: “Education at a Glance 2014”, Chart C3.1. Entry rates into tertiary-type A education (2012), 2014 



高等教育がマス段階に入ると… 

大学に進学する学生数が増大し… 

大学に行くことが「特権」→「権利」へ 

 Value for Money 

 より良いサービスへの要求！ 

一つ一つの高等教育機関がマンモス化 

 各大学にて多様な学生への対応が必要に 

 but! 大学と学生の関係は希薄化 

高等教育財政の圧迫 

 学生一人当たりのリソース縮小 

5 



高等教育のマス化問題とは 

6 

高等教育のマス化 

高等教育 
財政の逼迫 

高等教育人口の 
増大と多様化 

学生一人当たりに 
かける資源の縮小 

きめ細かい 
学習支援の 
必要性拡大 

Doing more with less! 

少ない資源でよりきめ細かい支援を 
提供する方法とは？ 

少ない資源で 
より多くを 

要求されるのは 
マス化の構造的な 

問題だね。 



高等教育の市場化とIRへの要求 

マス化に伴う、高等教育の市場化 
 

 合理的経営の必要性 

 エビデンス・ベースの判断の必要性 
 

 大学準備が不十分な学生への対応 

 きめ細かい学習支援の必要性 

 卒業率、就職率向上の必要性 

7 

経営 
ＩＲ 

教学 
ＩＲ 



デジタル化時代の高等教育の影響 

8 

大学の諸活動のデジタル化 

業務システム 
電子ジャーナル 

LMS、オンライン教育 
情報収集、連絡手段 

： 
： 

大学の教育・研究・大学運営活動の可視化 

IRの可能性拡大 
（的確性、自動化含む） 

アカウンタビリティ 
への要求増大 

高等教育の 
市場化の加速 

デジタル化は 
市場化やマス化とは 
独立した事象だけど、 
密接に相互作用 

する 



MOOCのインパクトとその顛末 

9 

  Ⅱ-１．MOOCのインパクト 

• MOOC 

• オンライン教育 

• パーソナライズド/アダプティブ学習 

• コンピテンシー・ベースド教育 

• 高等教育のアンバンドリング化 
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MOOCプラットフォーム 

 

edX 

Coursera 

Udacity 

Futurelearn 

Open2Study 

Iversity 

OpenupEd 

Gacco 
: 

インターネット上 

A大学 

B大学 

C大学 

F大学 

E大学 

D大学 

開講 

開講 

開講 

開講 

開講 

開講 

受講 

受講 

受講 

受講 

受講 

受講 

受講 



MOOCのインパクト 

11 

e-ラーニング 
OCW 
オンライン教育 
遠隔教育 

MOOC 
オンライン 
教育 

ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ& 
パーソナル 
教育 

主体的学び 
「反転授業」 

高等教育の 
ｱﾝﾊﾞﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ 

2012 

2013 

2013 

2013 

？年 

-2011 



MOOCが誘発したもの： 
The consequences of MOOCs 

1. 物理的キャンパスを持つ大学が、オンラ
イン教育を開始 

 Residential Universities starting online education 
proactively 

2. コンピテンシー教育と、パーソナライズさ
れたアダプティブな学習の鮮明化 

 Coupling and emphasizing the competency-based 
learning and personalized/adaptive learning 

3. 高等教育のアンバンドリングの加速 
 Acceleration of higher education unbundling 

12 



米国高等教育の最大の課題 
The Issues in US Higher Ed 

 高等教育財政の逼迫 
 A shrinking higher education budget followed by… 

授業料の高騰 
  → 中流階級の学生が大学進学を断念 
 Tuition rise, and the middle class left out of higher ed 

提供できる科目数の縮小 
  → 必須科目を履修できない学生続出！ 
 Shortage in course provision, and 6-yrs graduation rates 
falling 

13 



米国州立大学における州予算の縮小 
Shrinking state funds at US public degree-granting institutions 

14 
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授業料等

連邦政府

州政府

地域

病院収入

事業収入

寄付、投資他

州運営費の比率

（千ドル）

（出典）全米教育統計センター（NCES）, Digest of Education Statistics, 2012

Revenues of public degree-granting institutions, by source of revenue and level of institution

（州運営費比率）Revenues of public degree-granting institutions and state source ratio (1980-2010) 

授業料収入 
tuition 

州政府 
補助 
state funds 

州政府 
補助比率 
state funds ratio 



四年制州立大学、 
過去５年間で 
３割近い 
授業料上昇 

Public Four-Year U tuition increases 
by almost 30% in the last five years 

2013-14年度： 

 授業料等：$8,893 
 Tuition and fees 

 下宿費等含む：$18,391 
 with Room and Board 

米国における大学授業料の高騰 
Tuition rise in US higher education 

15 
（出典）College Board: “Tuition and Fee and Board Charges over Time” 
http://trends.collegeboard.org/college-pricing/figures-tables/published-prices-national#Tuition and Fee and Room and Board Charges over Time 

Tuition and Fee and Board Charges over Time 



提供できる科目数の縮小 
Shortage in course provision 

16 
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カリフォルニア州コミュニティ・カレッジにおける

提供単位数と教職員数の推移（2000-2012）
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非常勤講師
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（出典）カリフォルニア州コミュニティ・カレッジ総長室情報マネジメントシステムデータ・マート（http://datamart.cccco.edu）

単位数 
credits 

非常勤講師 
Temporary Academics 

Faculty & Staff Demography and Credits Offered at Calif. Community Colleges (2000-2012) 

提供単位数、 
4年間で２割減 
Dwindling of credits offered 

by 20% in four years 



高等教育の 
救世主 ! 
MOOCs 
The Savior 
of higher ed 

無料！ 
free 

大人数収容可 
massive 

誰でも 
アクセス可能 

open access 

単位取得可能 
courses with credit 

17 



MOOCsの法制化、単位化の動き（2013年） 
The enforcement of MOOCs (2013) 

 米国教育協議会（ACE）、MOOCについて単位認証開始 
ACE College Credit Recommendation Service (ACE CREDIT®) evaluates MOOCs 

 カリフォルニア州、MOOC単位認定に向けて法案提出（現在、凍結段階） 
California Bill seeking campus credit for MOOCs (now put on ice) 

 英国「高等教育の将来に関する委員会」、MOOC単位付与を含む答申を提出 
UK Commission on the Future of Higher Ed calls for MOOCs credit recognition and other 

 欧州MOOCsのiversity、ECTS付与を開始 
European MOOC platform iversity provides ECTS credits 

 

 複数大学、MOOC単位認定を発表 
 加州大学、コロラド州立大学、ジョージア州立大学、メリーランド大学等 

Several universities starting to approve MOOCs; U Cal, Colorado State U, Georgia State U, Maryland U 

 サン・ノゼ州立大学、UdacityとedXとの共同実験 
San Jose State University experiments with Udacity and edX 

 ジョージア工科大学、Udacityとのコンピュータ科学の修士プログラム開設 
Georgia Tech offers MOOC-like online master’s degree 

 メジャーを模したMOOC開始：MITの”Xseries”, Coursera
の”Specialization” 

Major-like MOOC sequence: MIT “Xseries”, Coursera “Specialization” 

18 



高等教育の代替手段とみた場合の 

MOOCsの課題 
The Misstep of MOOCs as higher ed alternative 

 単位、学位に繋がっていない 
 Not leading to credits, let alone degrees! 

慎重な学生 cautious students 

低い修了率（5-8%）  low retention rate 

受講者の多くが既学位取得者 
 participants mostly degree holders 

19 



MOOCsは 
「学びの楽しみ！」 
のため 
MOOCs as recreational learning 

 

 社会人等向け 
MOOCs for adult learners 

 スキルアップ 
career development 

 教養、楽しみ 
learning for fun! 

 
 

Higher ed credentials 
relying on online programs 

「高等教育の 
資格付与」は 

オンライン教育 
プログラムで 

  

 単位・学位要望者向け 
For those in need of credits and degree 

 厳正な成績評価可能な人数 
Capped number for rigorous grading 20 



オンライン教育拡大の動き 
The expanding online education 

 フロリダ州、科目毎に州が認証できる法案を提案 
Florida Accredited Courses and Tests Initiative（FACTs） 

 米国教育長官の諮問委員会、オンライン教育について、州毎の規制ではなく、プロ
グラム設置州のみに準ずるべきと報告提出 

Distance learning should be regulated by fewer perhaps only one state 

 カリフォルニア州、試験のみで教育不在の第4の州立大学システムを検討 
California bill proposes faculty-free college degrees 

 フロリダ大学、オンラインのみの学士課程プログラム提供開始 
University of Florida to offer bachelor’s degree online 

 コミュニティ・カレッジ、コンピテンシー・ベースのオンライン・リメディアル教育の試み 
Community Colleges tries to fix remedial education online 

 カナダ・オンタリオ州、大学-カレッジ間の単位互換も可能とするオンライン学習ハブ
構築を発表 

Ontario Creates Online Learning Hub 

 ブレンド型ロースクール William Mitchell College of Law、認証される。 
American bar association approves hybrid program 

 ハーバード大学、スタンフォード大学、オンライン教育担当副学長任命 
Vice Provost for online education for Harvard and Stanford U 

 アポロ教育グループ、オーストラリア・オンライン・カレッジ買収 
Apollo Buys Australian Online College 

 無償オンライン大学University of People、認証評価を獲得 
Free online university receives accreditation 

21 



アダプティブ型学習と 

パーソナライズド学習の融合 
  

Merging adaptive and personalized learning 

22 

実力判定 
Assessment 

個人に最適の 
学習プログラム計算 

Optimization of 
Learning modules 

個人学習 
learning 

効率的に 
学べる！ 
Time efficient 

自分の 
ペースで 

self paced 

ゲーム感覚で 
楽しい！ 

gaming 

自分に 
フィット 
personalized 



積み上げ可能なコンピテンシーと、 

Direct Assessment Method 
  

Stackable competencies and direct assessment method 

コンピテンシーは 
積み上げ可能！ 

competencies  
are stackable 

23 

OJTで既知の内容も多いため 

一つ一つのコンピテンシーを 
マスターしたことを 
実力判定試験で 

証明できれば良い。 
Directly assess competencies 

 

☆出来ていれば 
学習不要！ 
No need for study 

if certain competency  
is already acquired 安全性 検査 旋盤操作 機器調整 設計法 

精密機械加工コンピテンシー 



コンンピテー・ベースド教育法制化、実質化の動き 
The enforcement of competency-based programs 

 米国教育省、コンピテンシー・ベースのプログラムにおいても学資援助を認める
ことを再確認 
 北アリゾナ大学、ウィスコンシン大学システム、南ニューハンプシャー大学、カペラ大学、西ガ
バナーズ大学等、承認を得る。 

Student Aid Can Be Awarded for 'Competencies,' Not Just Credit Hours, U.S. Says 

 認証評価機関やルミナ財団、コンピテンシー・ベースド教育の提供や意味の検討開始 
Accreditation Agencies and Lumina Foundation starts examining the meaning of competency-based education 

 スキルアセスメントの手法、複数開発される。 
Various skill assessment methods developed by testing firms 

 Council for Aid to Education：職業準備度や学生のレベルを測る”Collegiate Learning 
Assessment(CLA+)” 

 Educational Testing Service (ETS)：学生の学習に関する電子証明書を２つ導入 
 ACT Inc.：WorkKeysスキル評価システムを開発 

 ゲイツ財団、11のコミュニティ・カレッジがコンピテンシー・ベースド教育プログラムを開発
することに対して、3カ年100万ドルを助成。 

The Bill and Melinda Gates Foundation kicks in $1 million over three years for developing competency-based education at community colleges.  

 連邦教育省が2013年12月に発表した、コンピテンシー・ベースド教育等の実験に対す
る学生奨学金規則の免除について、１７機関が名乗りを上げる。 

Colleges Pitch Possible Experiments With Competency-Based Programs 

24 
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コンピテンシー・ 
ベースド教育 
Competency-based learning 

Personalized/ adaptive learning 

パーソナライズド・ 
アダプティブ学習 

Learning modules 
 technologically customized to 

individuals needs  

教材を、学習者ごとの 
理解度等に合わせて 
技術的にカスタマイズ 

文科省「学士力」 
経産省「社会人基礎力」 
OECD「キーコンピテンス」 
ATC21s「21世紀型スキル」・・・ 
Competencies: 

 問題解決力 
Problem solving 

 チームワーク 
Team work 

 コミュニケーション 
Communication 

 論理的思考 
Logical thinking 

 数量的スキル 等 
Quantitative skills, etc. 
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MOOC 1.0 

 ｃMOOCの時代 

教材はOER 

皆で知識を発展させる 

MOOC 2.0 

Coursera, edX等 

大学が講義形式で 

  科目を提供 MOOC 3.0 

xMOOCを利用 

反転授業 

ブレンド型学習 

American Council on Education（ACE） 
Cathy Sandeen提唱 



反転授業とその応用型 

27 

反転授業 
× 

完全習得 
学習 

（従来） （反転授業） 

好きな時間・場所で 
何回でも講義をみて 
自分のペースで勉強。 

授業中は、演習・ 
ディスカッションで 

知識の咀嚼。 

一斉形式のため、 
付いていけない学生もいる。 

オンライン講義、オンライン演習で自分の水準・ペースで勉強。 
参加型の授業、教員の個別指導で知識咀嚼。 

教室で知識伝授 

自宅で宿題 

■ 反転授業の応用編 

反転授業×完全習得学習 （mastery learning） 
学生一人一人が個々の単元を完全にマスターしてから先に進む。 
授業内の活動は習熟度別。しかし、授業内容の進むペースは全員同じ。 

反転授業×完全習得学習×個別学習 （personalized learning） 
学生一人一人が個々の単元を完全にマスターしながら、自分のペースで先に進む。 
結果として、同じクラスに多様な進み具合の学生が混在する。教員は個別対応。 

大事なのは、学生の 
学びを最大化する 
教育方法を採用する 

ことだよ！ 

部分的に反転 
するだけでも良いし、 

反転授業の 
応用型でなくても 

良い。 

（出典）”Flip Your Classroom: Reach Every Student in Every Class Every Day” Jonathan Bergmann、 Aaron Sams (2012/8/15) 
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College 
Unbundled 
     & 
Re-bundled 

Residential 
Campus 



MOOCのインパクトとその顛末 
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Ⅱ-２．MOOCの顛末 



MOOC...受講者 

 一講座当たり数万人の受講者 

 登録だけして、受講しない受講者も3割ほど 

 第一週あるいは初めの課題提出で1-2割に受講者は減少 

 登録者のうち、最後まで受講するのは7-9％ 

 受講者の多くは、既学位取得者 

30 

（出典）Coursera創始者Daphne Koller談： MOOCs on the Move: How Coursera Is Disrupting the Traditional Classroom 
     http://knowledge.wharton.upenn.edu/article.cfm?articleid=3109 

（出典）Emerging Student Patterns in MOOCs: A Graphical View 
     http://mfeldstein.com/emerging_student_patterns_in_moocs_graphical_view/ 

（出典）MOOC Completion Rates: The Data 
     http://www.katyjordan.com/MOOCproject.html 

修了率 

働いている 
30代白人男性が 

多い。 



MOOC開発コスト 

受講者にとって、 

 MOOCの受講料はタダだが… 

大学にとって、 

 １MOOC開発コスト＝1000-3000万円程度 

 開発チーム：10名以上 

 MOOCプラットフォームにとって、 

 有効なビジネスモデルが未だ見出せず 

31 



学生からMOOCへの反論 

32 

大学は、自大学学生の 
教育の質向上に 
全く貢献しない 

MOOCに多額の投資を 
している！ 

（コーネル大学、テキサス大学の学生からの大学批判） 

（出典）Inside Higher Ed, “What's In It for Us?” (2014.2.12) 
     http://www.insidehighered.com/news/2014/02/12/ut-austin-and-cornell-u-students-question-their-institutions-investments-moocs 



MOOCsと主体的学び 

33 

21世紀の教科書： 
MOOCs 

自分でペースを 
保っての勉強は 

大変!!! 

反転授業 

ここでも 
主体的学び 
・・・。 

社会に出て役に立つ 
主体的学び！ 



大学にとってのMOOCs 

デジタル化時代における大学の存在
意義を問われる。 
 一方通行の知識伝達の講義は、オンライン教育で
代替可能。 

 しかも、１）教え方のうまい教員、２）ランク上の大学
によるオンライン・モジュールの方が、やる気のない
ランク下の大学教員の講義より良いに決まっている。 

 社会からも、社会に出ても役に立たない講義に授業
料を投資することに疑問が呈される。 

 高等教育財政が枯渇しているため、オンライン教育
で人件費を浮かせることに現実味。 

34 
（出典）Inside Higher Ed, “What's In It for Us?” (2014.2.12) 
     http://www.insidehighered.com/news/2014/02/12/ut-austin-and-cornell-u-students-question-their-institutions-investments-moocs 



デジタル化時代における 
大学の存在意義 

35 

汎アフリカ主義者 
W.E.B. Du Bois 

教育の役割は、人を医師、弁護士、
技師にすることではない。 

教育の役割は、医師、弁護士、技師
を人にすることである。 

（出典）Inside Higher Ed (2012.9.11） MOOC’s Missing Pieces 
http://www.insidehighered.com/views/2012/09/11/essay-what-moocs-are-missing-truly-transform-higher-education 
Harvard Magazine, “Twilight of the Lecture: The trend toward “active learning” may overthrow the style of teaching that has 
ruled universities for 600 years,” (March-April 2012) 

ハーバード大学 
Derek Bok教育学習センター長 

Terry Aladjem 

『学習は社会的な体験（social 
experience）』である。ハーバード大学は、
建物や教授がいるからハーバード大学な
のではなく、学生が相互に関わり合いあっ

ているからハーバード大学なのである 

知識伝授の大部分を 
オンライン教育に 

委ねることができる場合、 
大学の存在意義は？ 

人間形成 

キャンパス 
生活 

師弟関係 
仲間との 
刺激 

人生の 
道標 絆 



ブレンド型教育に取り組む米国大学 

36 

Ⅲ-１．米国有力大学の 

オンライン教育戦略 



米国有力大学のオンライン教育に 

向けてのスタンス 

1.デジタル時代において、積極的に取り込むべき教
育方法 
 現在、その取り込み方法について実験中。 

 何がうまくいくかは分からないため、まずは学内におけるオンライン教育／
ブレンド型教育を拡大。 

 多数の試行のなかから、何かが見えてくることを期待。 

2.自大学の学生の教育の質を向上するための手段 
 学生の時間的自由度の拡大、反転授業等による主体的学び。 

 教育データ解析（Big Data）により、分からないところに手の届く教育を実
現することへの期待。 

3.高等教育へのアクセス拡大に向けての社会貢献 
37 

※米国有力大学： ハーバード大学、MIT、スタンフォード大学、カリフォルニア大学バークレー校など 



「MIT教育の未来」第一次報告（2013.11）...背景 

リーフ学長からの諮問（2013.2） 

 「キャンパスにいる学生の教育を高め、世界の学習
者にもなんらかの教育体験を与えることのできる方
法について、大胆な発想で検討をして欲しい」 

報告書における背景認識 

38 

1. 大規模なアウトリーチ手段の出現（youtube, MOOC等） 

2. アンバンドリングした製品や再編成された製品の、可能性や
需要の高まり。 

3. ネット上の仮想空間と、物理的実在空間との境界の連続化 

4. 高等教育の負担増大とアクセス拡大の必要性 

（出典） MIT “Institute-wide Task Force on the Future of MIT Education Preliminary Report” （2013.11.21） 
http://web.mit.edu/future-report/TaskForceOnFutureOfMITEducation_PrelimReport.pdf 



「MIT教育の未来」第一次報告（2013.11） 
...教育のモジュール化、カリキュラムの柔軟化 

科目をモジュールに分解 

問題解決に合わせて自由
に組み合わせ、柔軟なカリ
キュラムを実現 

ブレンド型学習で多様な教
育方法の組み合わせ 

新たな評価方法の検討 

 口頭試問 

 コンピュータによる、自動
フィートバック 

 コンピテンシー評価 

教育期間の伸縮も想定 
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キャンパス経験

モジュール

モジュール
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舞台芸術 

（出典） MIT “Institute-wide Task Force on the Future of MIT Education Preliminary Report” （2013.11.21） 
http://web.mit.edu/future-report/TaskForceOnFutureOfMITEducation_PrelimReport.pdf 

図１：教育のアンバンドリング化 （P13） 



「MIT教育の未来」第一次報告（2013.11） 
...アカデミック・ビレッジと工作室 

40 

教室～廊下～カフェ～研究室～
工房～寮が 

シームレスにつながる 

アカデミック・ビレッジ 



スタンフォード大学...オンライン教育担当副学長任命 

 スタンフォード大学、オンライン教
育担当副学長を新たに任命  
（2012年8月） 

 過去20年に3つしか新設されていな
い副学長ポストの一つ 

 20年前に「学部教育担当」、2007年
に「大学院教育担当」副学長を任命 

 課題： 

 「スタンフォード大学の教員が、
学内外の学生を最も良く教育で
きる方法を検討する」 

41 
（出典） Stanford News, “Stanford takes landmark step in online learning, appoints new vice provost” （2012.8.30） 
http://news.stanford.edu/news/2012/august/online-learning-office-083012.html 

『オンライン教育担当副学長』が、 
『パワーポイント担当副学長』 

というのと同じぐらい 
バカバカしく聞こえるぐらい、 

オンライン教育を 
当たり前のものにしたい 

ジョン・ミッチェル副学長 
※ハーバード大学は、2013年9月に担当副学長を任命。 



スタンフォード大学...開発されたオンライン科目 

計246科目 
 教員145名 

 受講者145万人 

 受講400万時間 

42 

 ビジネス（13） 

 教育（12） 

 工学・情報科学（69） 

 環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ（3） 

 人文系（8） 

 医学・健康科学（18） 

 自然・社会科学（15） 

（2014.5現在） 

 開講中、開講予定（16） 

 自主学習用（21） 

 自主ペース 

 専門教育（17） 

 修了済み（183） 

 iTunes U（22） 

 Coursera（51） 

 NovoEd（23） 

 Stanford 
   OpenEdX（22） 

（分野） （ステータス） （プラットフォーム） 

（出典） Stanford Online (Last accessed, 2014/5/28)  http://online.stanford.edu/ 

（出典） Stanford Online, 2013 in Review 
http://www.stanford.edu/dept/vpol/vpol-files/2013_Report/Stanford_Online_2013_In_Review.pdf 



スタンフォード大学...オンライン教育推進体制 
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スタンフォード大学 オンライン教育担当副学長室 

事務局 
（副学長＋4名） 

研究部門 
（3名） 

スタンフォード 
デジタル・ラーニング 
フォーラム （1名） 

広報担当 
（1名） 

科目デザイン・開発 
（6名） 

科目とメディア・プロダ
クション （6名） 

プラットフォーム開発 
・運用、技術開発 

（9名） 

スタンフォード大学 
教員 

スタンフォード大学 
大学院生 

（教育学・工学・情報科学・デザ
イン・・・） 

オンライン教育助成プログラム 
○ 科目単位の助成： １科目上限2.5万ドル 
○ 教育プログラムの助成： １件上限10万ドル 

・Open EdX 
・その他のMOOCプラットフォーム 

セ
ミ
ナ
ー 

研
究
指
導 

開
発
・
運
用 

科
目
開
発
支
援 科目開講 研究・分析 

学外機関 
（シリコンバレーＩＴベンチャー、 

他大学、行政機関等） 

各種フォーラム 
ブログ、情報発信、交流 

運
営 

参
加 

参加 

（出典） Stanford, Office of the Vice Provost for Online Learning Team (Last accessed, 2014/5/28) 
http://vpol.stanford.edu/about/meet-the-team 



スタンフォード大学 
...オンライン教育の研究体制 

 専任スタッフ：4名 

 大学院向けセミナー 

 教育学、工学、情報科学、デザイン
などの学生が研究を実施 

 世界からポスドク等が集まる 

 シリコンバレーのIT企業も参加 

 強み 
 スタンフォード大学独自で、240科

目余りのMOOCを実施しているた
め、そのデータを研究に利用できる。 
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コミュニティ 
 フォーラムへの参加を促す 
 ベンチャー・ラボにおけるチーム編成 
 ディスカッション・フォーラムの活用 
 ピア効果と学習習慣 
 CoursePod：対面のMOOCチュートリアル 

 

成績評価 
 ピア評価の場合の、成績評価の信頼性 
 プログラミングにおける自動かつ複雑なフィードバック 
 ベンチャー・ラボにおけるピア評価 

 オンライン・デザイン・スタジオにおける学習者フィード
バック 

 成績評価の分析 
 

教授法 
 ビデオ講義における社会的手がかり 
 教員向けダッシュボード（LTX） 

 

技術インフラ 
 研究のためのデータ・プライバシー 

 

学習者の理解 
 参加消極性をなくす：学習者の属性の把握 
 学術用語の使用 
 学習者のマインドセットの把握と介入 
 学習動機の調査 
 大学入学前学習者のためのオンライン教育 

 

研究テーマ 

（出典） Stanford University, Lytics Lab (Last accessed, 2014/5/28) 
http://lytics.stanford.edu/ 

舞台裏で 
ものすごい研究が 
行われている！ 



MOOCのBig Data解析機能（リアルタイム） 

MITxとHarvardXがMOOCの学生ヴィジュアル
化ツールを開発（2014.2） 

受講者の年齢、性別、地域、学習レベルを見ることが
でき、コース実施中も教員は学生の成長を確認可能。 

45 
（出典） MIT news, “MITx and HarvardX release MOOC datasets and visualization tools” （2014.2.21） 
http://web.mit.edu/newsoffice/2014/mitx-and-harvardx-release-mooc-datasets-and-vizualization-tools.html 



スタンフォード大学...オンライン教育のコミュニティ 
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（lytics.stanford.edu） 

Lytics 
Lab 
研究活動 

（edf.stanford.edu） 

Education 
Digital 
Future 

教育の未来を 
考える 

（signalblog.stanford.edu） 

Signal 
Blog 
気づき情報 
サイト 

（teachingcommons.stanford.edu） 

Teaching 
Commons 
教育者の 
情報共有 

（online.stanford.edu） 

Stanford 
Online 
オンライン教育 
科目サイト 

セミナー 

イベント 

ﾌｫｰﾗﾑ 

ブログ 

情報 
共有 

Big Data 

解析 

（出典） Stanford Online (Last accessed, 2014/5/28) 
http://online.stanford.edu/ 



ブレンド型教育に取り組む米国大学 
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Ⅲ-２．デジタル技術をフル活用した 

先駆的大学の事例 



アリゾナ州立大学： 
“A New American University” 

第１６代学長Michael Crow提案： 
“A New American University” 

48 

Access, Excellence, Impact 

 入学希望者を排除することを通じてはなく、入
学させ、成功させることを通じて、自らを評価し
たい。（後略） 

We measure ourselves not by who we exclude, but 
rather by who we include and how they succeed. 

（出典） Arizona State University, “A New American University” 
http://newamericanuniversity.asu.edu/docs/NAU_Dec10.pdf 

入学倍率を高くして 
高く評価される 
というのは 

間違っている！ 



全学的な教育へのデジタル技術の活用で 

全米の先端を行くアリゾナ州立大学 

1. ASU Online 

全学的オンライン教育の推進により、
2020年までに10万人の学生増を図る。 

2. アダプティブ・テクノロジーによる
リメディアル教育 

3. eAdvisor 

自動の専攻および科目選択システム 

49 



アリゾナ州立大学...ASU Online 

 目的： 
 高等教育へのアクセス拡大、社会人の学位取得率
拡大を目標として、2008年より着手。 

 2020年目標： 10万人のオンライン学生 
      （2011年時点の目標3万名を上方修正） 

 Pearson社との提携： 
 オンライン学生のリクルート、入学管理、学生保持 

（retention）、学習プラットフォーム運営等を委託 

 講義は各学部が提供 

 収益： 
 2011年：   440万ドル（  3,500名） 
 2014年：9,400万ドル（25,000名） 

50 
（出典） Buzz Feed News, “The New American University: Massive, Online, And Corporate-Backed” （2014.7.21） 
http://www.buzzfeed.com/mollyhensleyclancy/the-new-american-university-massive-online-and-corporate-bac 

ASU Online在籍者 

 2009年： 1,200 

 2014年： 10,000 

 2015年： 25,000 
※ Starbucksとの提携により、

同社社員の入学者拡大の
見込み。 

 2020年： 100,000 

金儲けで、営利大学 
のようだという批判 
もある。でも、 

州からの運営費削減で 
やむを得ない面もある。 



アリゾナ州立大学...アダプティブ学習戦略 

初年次学生のリメディアル教育を、アダプティブ・
テクノロジーを用いた学習教材で実施。 

 実施： 
 2011年度開始： 数学 （Knewton Math Readiness program） 

 2014年度以降： 生物学、化学、物理学、経済学、心理学も提供予定。 

 成果： 

 合格率：18％向上、Withdrawal：47％減少 

 実施体制： 
 Knewton社がアダプティブ技術を提供。 

 Pearson社が教材コンテンツを提供。 

 大学は学生への案内、科目提供、単位付与等。 

 教員は反転授業等の学習指導。 
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最近、 
民間教育産業と大学が 
組む例が増えている。 

Knewton社はピアソン社以外に、 
ケンブリッジ大学出版、 
マクミラン、ワイリー、 
センゲージ・ラーニング、 

グーテンベルグ・テクノロジー、 
LelivrescolaireやHoughton 

Mufflin Harcourt、 
マイクロソフトなどとも 
提携している。 

 

（出典） Inside Higher Ed： “The New Intelligence” (2013.1.25)  
https://www.insidehighered.com/news/2013/01/25/arizona-st-and-knewtons-grand-experiment-adaptive-learning 
（出典） Campus Technology: “The Great Adaptive Learning Experiment” (2014.4.16)  
http://campustechnology.com/Articles/2014/04/16/The-Great-Adaptive-Learning-Experiment.aspx?Page=1 



アリゾナ州立大学...eAdvisor 

専攻や履修科目の自動助言システム 

過去の類似学生の成績より、特定の専攻に進学した
場合等に成功する確率を計算。 

必要に応じて、適切な専攻や履修科目を提案。 

52 

事例： 心理学専攻を希望する学生の場合 

 統計学の単位を落とし、落第する場合が多い。 

 高校、入試（SAT等）、一般教育科目等の成績と、過
去の心理学専攻学生の成績との相関分析。 

 落第する可能性が高い場合は、異なる専攻を提案。
あるいは、「統計学」を早い段階で履修することを提案
（早い段階で、進学変更を可能とするため）。 

（出典） ASU News: “New initiatives advance ASU's efforts to enhance student success,” Arizona State University News, 2011. 
https://asunews.asu.edu/20111012_eAdvisor_expansion 

アメリカは入学時に 
専攻が決まっていないし、 
各専攻の要求科目を 

取得したら専攻に入る仕組みで、 
学生の自己責任だから、 
卒業に4年以上かかる 

ことも多い。 



米国州別人口増予測 
（2000-2025） 

アリゾナ大学システム理事会 Vision 2020: 
アリゾナ州の人口増と学部生の入学目標 
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ネバダ州 ： 93.3%増 

アリゾナ州： 85.8%増 

初年次 
学生保持率 
９０％ 

６年以内 
卒業率 
７５％ 

学位保持者数 
25,000人 

キャンパス 
在学生数 
85,000人 

研究予算 
７億ドル 

オンライン 
在学生数 
20,000人 

（出典） Arizona Board of Regents: “2020 VISION: The Arizona University System Long-term Strategic Plan 2008-2020” 
http://usenate.asu.edu/files/ABOR_2020.pdf 

（出典） ASU: “ABOR 2020 Vision Goals for ASU and Our Current Progress” (2014.2.13) 
http://usenate.asu.edu/files/Spider_Chart_Most_Recent_Version_from_RS_1-23-14.pdf 

アリゾナ大学システム理事会 2020 Visionが 
アリゾナ州立大学（ASU）に課した目標と進捗（2014） 

アリゾナ州 学部生入学目標 

155,800 

128,300 

105,400 

大幅な人口増と、 
学位のない社会人 
のためには、 
入学者を大幅に 
拡大しないと！ 



アリゾナ大学システム理事会 Vision 2020 

54 （出典） Arizona Board of Regents: “2020 VISION: The Arizona University System Long-term Strategic Plan 2008-2020” 
http://usenate.asu.edu/files/ABOR_2020.pdf 

アリゾナ州の現在と2020年目標 

アリゾナ州の現在 2020年のアリゾナ州 

ブロンズ目標 シルバー目標 ゴールド目標 

社会人の25％が学士号取得者（100万名） 26％ 29％ 30％ 

アリゾナ大学システムの毎年の学士号授与19,100 20,200 28,200 36,000 

初年次学生保持率 78％ 80％ 84％ 86％ 

6年以内卒業率 56％ 57％ 59％ 65％ 

K-12から大学への進学率 45％ 50％ 52％ 53％ 

コミュニティ・カレッジからの編入者 8,400 8,900 16,000 24,000 

コミュニティ・カレッジからの編入者のうち、 
学士号取得者 5,700 

5,800 10,500 15,700 

学部入学者数 99,700 105,400 128,300 155,800 

研究支出 7.8億ドル 8.2億ドル 17.0億ドル 18.0億ドル 

 質の高い学位授与を通じて、州民の教育水準を高め、2020年までに国内競争率を拡大する。 

 大学システムの研究の卓越性を高め、アリゾナ州の知識経済の質の高い生活に寄与する。 

 質の高い労働力を提供することを通じて、アリゾナ州内の労働者不足に対応すると共に、高
収入の職の拡大を刺激する。 

使 

命 
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Ⅳ．教学IRとラーニング・アナリ
ティクスを組み合わせる 



「教育とビッグデータ」の 

研究開発領域 
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Learning Analytics
（LA） 

Educational Data 
Mining （EDM） 

      Institutional 
       Research（IR） 

 
Academic Analytics（AA） 

ミクロ・データ 

（学習ログ、 
ライフログ等） 

マクロ・データ 

（学生の属性、統計等 
管理情報） 

応用重視 
（学習者・教育者、 

教育機関・教育行政の 
学習＆意思決定支援） 

研究重視 
（人の学習プロセスの理解、 

機械学習等による 
アダプティブ学習の実現） 

教学 
IR 

・ダッシュボード、ヴィジュアライゼーション 

・学習者の学習プロセスの理解・予測・介入 

・アダプティブ学習、パーソナル学習 

・ソーシャル・ネットワーク解析、セマンティック分析 等 



ビッグデータの可能性 

ビッグデータの特徴 “３Ｖ” 

 Volume : データ量 

 Velocity : 速度 

 Variety : データの多様性 
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… 不完全であっても、多様なデータを用いる
ことにより新たな知見が得られることに期待。 



ラーニング 
・アナリティクス 
‒ 学習者の学習過程を分析 

‒ 学習支援等に活用 

学習ログ、ライフログを用いる 

ラーニング・アナリティクス 
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オンライン学習 

課題提出 

正誤判定、ヒント 

オンライン教育 
プラットフォーム、 

ＬＭＳ 等 

ライフログ 

学習ログ 

教材提示 

学習者の 
属性情報 



ミクロ・マクロのデータを組み合わせた 

精緻な「教学ＩＲ」 

59 

きめ細やかな 

学習支援 

教学 
ＩＲ 

ＬＡ 
ＥＤＭ 

ｵﾝﾗｲﾝ 

学習 

マクロﾃﾞｰﾀ 
学生の属性情報、 
履修科目、成績 等 

ミクロﾃﾞｰﾀ 
学生の学習ログ、 
ライフログ 等 

情報基盤 
学生の学習行動を 
可視化（ＬＭＳ含む） 

• 教育のビッグデータ 

• 精緻な「教学ＩＲ」 



  

議論提示 
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デジタル技術を用いた学習支援の 

日本への導入可能性 

 高等教育のマス化が進んでいるという観点か
らは、日本においても導入の必然性あり。 

 課題 
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1. オンライン教育やＬＭＳの導入が進んでい
ない。 

 学内支援体制の欠如も問題。 

2. プライバシーやデータ保護の考えが強い。 



デジタル技術は 

高等教育のマス化問題を救えるか？ 

 デジタル技術は高等教育のマス化と別次元。
救えるとしても、「デジタル技術」という技術の
範囲の制約内。 

 ただし、高等教育自体がデジタル化時代に突
入していることを考えると、それは多様な学生
一人一人にきめ細かい助言を与える以上の、
大きな可能性である可能性が高い。 

 そのような新しい時代をイメージした研究開発
がなされることに期待。 
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東京大学教育企画室 特任准教授 船守美穂 
  E-mail: funamori.miho@mail.u-tokyo.ac.jp 
  URL: http://researchmap.jp/funamori/ 

ご静聴ありがとう 

ございました。 
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